
コーポレートガバナンス・コード対応内容の開示に当たって

当社は、企業理念の使命である「最高の品質で社会に貢献」の下、2020年より「2050年 サステナブルなソリューショ
ンカンパニーとして社会価値・顧客価値を持続的に提供している会社へ」をビジョンとして掲げ、その実現に向けて策
定した「中長期事業戦略」に沿って経営を進めており、その一環としてガバナンス体制の整備も進めています。

この体制整備は、創業以来、当社がグローバルに事業拡大をしていく中でその時代時代における様々な経営上の優先
課題を見極めながら、経営の質の向上と意思決定の透明化を継続的に図るために、着実な積み重ねを続けて現在に至っ
ています。近年、地政学的リスクや自然災害リスクが益々高まる中、モビリティの多様化、デジタル化の加速など、当社
を取り巻く事業環境はあらゆる面で変化が常態化し、かつそのスピードが加速しています。このような事業環境の中で、
当社は、2022年に
・企業コミットメント「Bridgestone E8 Commitment」を、未来からの信任を得ながら経営を進める軸として制定し、
・更に、当社の創立100周年である2031年へ向けた道筋として、「中長期事業戦略」をより具体化した「2030年 長期  　
  戦略アスピレーション（実現したい姿）」を策定しました。
これらによって、ビジョンの実現に向けた経営の変革を加速しており、経営の基盤となるガバナンス体制の向上にも継
続的に取り組んでまいります。

当社は、持続可能な社会の実現に貢献し、社会・パートナー・お客様そして私たちの事業も発展させていきたいと考え
ています。これを実行していくためにも、引き続き当社は、内部統制のより一層の強化と、事業環境の変化に先駆けて
対応できるサステナブルなソリューションカンパニーへの進化を共に実現し、経営と執行の効率と効果の両面で、更な
る最適化を進めて行きます。

当社はこれらの取組みが正しい方向に進んでいる事を検証するツールとしてコーポレートガバナンス・コードを活用し、
2016年以降、継続的にその進捗をステークホルダーの皆様へお示ししております。

今後も、皆様とのコミュニケーションを通してお聞きしたご意見やこれまでの当社の取組みへのご評価を、ガバナンス
の更なる充実と、ビジョンの実現へ向けた変革に活かして行く所存です。
皆様の一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2024年5月

株式会社ブリヂストン
取締役　代表執行役 Global CEO
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1．コーポレート・ガバナンスの変遷及び体制（2024年5月現在）
　継続的改善を進める当社のコーポレート・ガバナンスについて、その変遷と現在のガバナンス体制
は以下のとおりです。

〈コーポレート・ガバナンスの変遷〉

コーポレートガバナンス・コードに関する2024年レポート

〈コーポレート・ガバナンス体制図〉（2024年5月現在)
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　今回（2024年5月開示）のレポートでは、前回開示（2023年5月）以降の強化・改善の状況を反映
して報告します。その主なものは以下のとおりです。

2．2024年レポートについて
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　当社は、様々なステークホルダーとの適切な協働が当社の持続的成長に不可欠であり、その中で
も株主が重要な要であることを十分認識し、株主の権利行使に資する情報の早期かつ多様な提供や
権利行使手段の多様化等をすすめ、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を図るとともに、
株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備に努めています。
　また、当社は、一部の株主が不当に有利又は不利に扱われることのないよう、特に少数株主や外
国人株主の権利の確保に留意しつつ、株主の権利の実質的な平等性の確保に努めています。

　当社は、適時開示管理体制を定め適切な情報開示を行うとともに、法定開示書類以外についても
日英両言語での各種情報開示に努め、株主総会においては十分な質疑応答の機会を確保した上で
株主の議決権行使が支障なく行われるよう運営する等、株主の権利が実質的に確保されるよう努め
ています。

3．コーポレートガバナンス・コードの各原則に係る当社の取り組み状況

第1章　株主の権利・平等性の確保

　上場会社は、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を
適切に行使することができる環境の整備を行うべきである。
　また、上場会社は、株主の実質的な平等性を確保すべきである。 
　少数株主や外国人株主については、株主の権利の実質的な確保、権利行使に係る環境や実質的な平
等性の確保に課題や懸念が生じやすい面があることから、十分に配慮を行うべきである。

基本原則1

　上場会社は、株主総会における議決権をはじめとする株主の権利が実質的に確保されるよう、適切
な対応を行うべきである。

原則1–1．株主の権利の確保

　取締役会は、株主総会において可決には至ったものの相当数の反対票が投じられた会社提案議案
があったと認めるときは、反対の理由や反対票が多くなった原因の分析を行い、株主との対話その他
の対応の要否について検討を行うべきである。

補充原則1–1①
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　当社は、指名委員会等設置会社への移行により執行と監督の分離を更に進め、取締役会による監
督機能を強化しています。また、法定の委員会に加え、取締役会諮問委員会として当社の独立性基準
を満たす社外取締役（以下「独立社外取締役」という。）全員で構成されるガバナンス委員会を従来か
ら設置しており、当社のガバナンス体制及び関連事項に関して取締役会に答申を行う等、コーポレート・
ガバナンスに関する役割・責務を十分に果たし得る体制を整えています。
　当社は現在、定款により、いわゆる中間配当の決定等を取締役会決議事項としており、今後、株主
総会決議事項を新たに取締役会に委任する提案を行う場合には、上記の体制を踏まえ、経営判断の
機動性・専門性の確保も考慮していきます。

　当社は、少数株主権等の行使手続きその他株式に関する取扱い等を株式取扱規程に定め、株主が
円滑に権利行使できるよう努めています。

　当社は、株主総会が最高の意思決定機関であることを踏まえ、議決権行使の結果を株主からの貴
重な意思表示として受け止めています。その上で、取締役会は、会社提案議案に対し、20％以上の反
対票が投じられたときは、その理由及び原因を分析し、対応の要否について検討を行います。

　上場会社は、総会決議事項の一部を取締役会に委任するよう株主総会に提案するに当たっては、自
らの取締役会においてコーポレートガバナンスに関する役割・責務を十分に果たし得るような体制が整っ
ているか否かを考慮すべきである。他方で、上場会社において、そうした体制がしっかりと整っていると
判断する場合には、上記の提案を行うことが、経営判断の機動性・専門性の確保の観点から望ましい場
合があることを考慮に入れるべきである。

　上場会社は、株主の権利の重要性を踏まえ、その権利行使を事実上妨げることのないよう配慮すべ
きである。とりわけ、少数株主にも認められている上場会社及びその役員に対する特別な権利（違法行
為の差止めや代表訴訟提起に係る権利等）については、その権利行使の確保に課題や疑念が生じやす
い面があることから、十分に配慮を行うべきである。

補充原則1–1②

補充原則1–1③

　上場会社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識し、株主の視点に立って、株主
総会における権利行使に係る適切な環境整備を行うべきである。

原則1–2．株主総会における権利行使
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　当社は、株主総会における株主との対話の質を継続的に充実させる観点から、株主総会の議長を
経営トップである代表執行役Global CEOとしています。
　また、株主総会資料において株主の適切な判断に資する情報の提供、株主総会資料の早期開示、
いわゆる集中日以外での株主総会の開催、議決権電子行使プラットフォームの利用、英語での情報
提供等を通じ、株主の権利行使に係る適切な環境整備を進めており、今後も継続していく予定です。

　当社は、かねてより株主総会資料において、配当金の推移や業績見通しの情報、全ての取締役候
補者の取締役会・法定委員会への出席状況や社外取締役独立性基準・取締役候補者の指名方針、当
社の経営戦略やその進捗についてのトピックスを掲載する等、株主からの要望も踏まえながら株主の
適切な判断に資すると考えられる情報の提供に努めています。

　当社は、会社法が定める期限より前に株主総会資料を当社ウェブサイト等において開示（電子提供
措置の実施）し、かつ法定書類を発送する等、株主の検討期間の確保に努めています。

　上場会社は、株主総会において株主が適切な判断を行うことに資すると考えられる情報については、
必要に応じ適確に提供すべきである。

補充原則1–2①

　上場会社は、株主が総会議案の十分な検討期間を確保することができるよう、招集通知に記載する
情報の正確性を担保しつつその早期発送に努めるべきであり、また、招集通知に記載する情報は、株主
総会の招集に係る取締役会決議から招集通知を発送するまでの間に、TDnetや自社のウェブサイトに
より電子的に公表すべきである。

補充原則1–2②

　上場会社は、株主との建設的な対話の充実や、そのための正確な情報提供等の観点を考慮し、株
主総会開催日をはじめとする株主総会関連の日程の適切な設定を行うべきである。

補充原則1–2③

　当社は、開かれた株主総会を目指して、いわゆる集中日と予想される日を避けて株主総会開催
日を設定するよう努めています。
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　当社は、株式を保有する機関投資家や外国人投資家の割合を定期的に把握しており、より多く
の株主の利便性向上のため、議決権電子行使プラットフォームを利用するとともに、株主総会資料
を英訳し当社ウェブサイトに掲載するなど海外投資家等が英訳の株主総会資料を入手できる環境
を整備しています。

　当社は、定款の定めのとおり、株主総会に出席し、議決権の行使をする株主を名義株主又は名
義株主である代理人に限定しています。
　いわゆる実質株主と呼ばれる、株主名簿に登録のない機関投資家等の出席については、国内・
海外問わず、法律上及び実務上の問題点、また世の中の動向を踏まえた上で、株主名簿管理人で
あり株式代行事務を担当する信託銀行とも協議をしながら今後の課題として検討していきます。

　上場会社は、資本政策の動向が株主の利益に重要な影響を与え得ることを踏まえ、資本政策の基
本的な方針について説明を行うべきである。

原則1–3．資本政策の基本的な方針

　上場会社は、自社の株主における機関投資家や海外投資家の比率等も踏まえ、議決権の電子行使
を可能とするための環境作り（議決権電子行使プラットフォームの利用等）や招集通知の英訳を進め
るべきである。
　特に、プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを
利用可能とすべきである。

補充原則1–2④

　信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等が、株主総会において、信託銀行等に代わって自
ら議決権の行使等を行うことをあらかじめ希望する場合に対応するため、上場会社は、信託銀行等と協
議しつつ検討を行うべきである。

補充原則1–2⑤

　当社は、経営にあたり株主の利益を重要な課題として位置付けるとともに、今後の事業展開に
備えた経営基盤の強化を図りつつ、業績の向上に努めることを基本方針としています。利益配分
については、2030年に向けた「長期戦略アスピレーション( 実現したい姿 )」を道筋として、主に稼
ぐ力の強化、価値創造へのフォーカス、サステナブルなプレミアムブランド構築のための戦略的成
長投資による持続的な成長と企業価値向上の実現を優先しつつ、適正な財務体質の維持と株主還
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　当社は、当社の事業戦略上の必要性、取引・協業関係の維持・強化を保有の目的として、当社の
企業価値の向上に資するものを政策保有株式と定義し、それ以外は保有しない方針です。保有す
る株式銘柄、株式数・保有比率等については、毎年、保有の合理性を確認し、取締役会で検証して
います。保有の合理性については、執行部門にて個別銘柄ごとに資本コストに見合った経済合理
性の定量評価なども勘案の上、当社の保有方針に則り総合的に判断しています。検証の結果、保
有の合理性が認められないと判断した株式については、適切なタイミングで縮減を進めております。
　政策保有株式に係る議決権については、議案の内容を精査し、投資先企業の中長期的な企業価
値向上や持続的成長に資する提案であるか否かを、コーポレート・ガバナンスの状況や株主還元
方針等も勘案しつつ、保有目的との整合性の観点から、議案ごとに総合的に賛否を検討し、適切
に行使しています。

　上場会社が政策保有株式として上場株式を保有する場合には、政策保有株式の縮減に関する方針・
考え方など、政策保有に関する方針を開示すべきである。また、毎年、取締役会で、個別の政策保有株
式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に
精査し、保有の適否を検証するとともに、そうした検証の内容について開示すべきである。
　上場会社は、政策保有株式に係る議決権の行使について、適切な対応を確保するための具体的な基
準を策定・開示し、その基準に沿った対応を行うべきである。

原則1–4．政策保有株式

　当社は、当社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）から当社株式の売却
等の意向が示された場合には、これを妨げません。

　上場会社は、自社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）からその株式の売
却等の意向が示された場合には、取引の縮減を示唆することなどにより、売却等を妨げるべきではない。

補充原則1-4①

元の充実につなげてまいります。配当については、当該期の業績、財政状態に加え、中期的な利益
見通し、投資計画、キャッシュ・フロー等を総合的に勘案して、連結配当性向40％を目安に、持続的
な企業価値向上を通じて、安定的かつ継続的な配当額の向上に努めることで、株主の期待に応え
ていきたいと考えています。また「2030年 長期戦略アスピレーション( 実現したい姿 )」において、
配当性向は段階的に引き上げ、2030年に向け50％レベルを目指す方向としています。自己株式
取得については、戦略的成長投資による持続的な成長と企業価値向上を優先しつつ、財務健全性
と株主還元の充実を総合的に判断し、機動的に検討してまいります。
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　支配権の変動や大規模な希釈化をもたらす資本政策については、取締役会で十分に検討した上で、
適正な手続を確保しつつ、株主にその必要性や合理性について説明を行います。

　当社は、当社の株式を政策保有株式として保有している株主（政策保有株主）との間で、会社や株
主共同の利益を害するような取引を行いません。

　当社は、いわゆる買収防衛策を導入しておらず、また、現在導入する予定もありません。なお、いわ
ゆる買収防衛策を導入する場合は、その必要性・合理性につき株主に十分に説明します。

　当社は、当社の株式が公開買付けに付された場合は、取締役会としての考え方を株主に明確に説
明します。また、株主が自身の判断で公開買付けに応じることを不当に妨げることはしません。

　支配権の変動や大規模な希釈化をもたらす資本政策（増資、ＭＢＯ等を含む）については、既存株主
を不当に害することのないよう、取締役会は、株主に対する受託者責任を全うする観点から、その必要
性･合理性をしっかりと検討し、適正な手続を確保するとともに、株主に十分な説明を行うべきである。

原則1–6．株主の利益を害する可能性のある資本政策※

　上場会社は、政策保有株主との間で、取引の経済合理性を十分に検証しないまま取引を継続するなど、
会社や株主共同の利益を害するような取引を行うべきではない。

補充原則1-4②

　買収防衛の効果をもたらすことを企図してとられる方策は、経営陣・取締役会の保身を目的とするも
のであってはならない。その導入・運用については、取締役会は、株主に対する受託者責任を全うする
観点から、その必要性･合理性をしっかりと検討し、適正な手続を確保するとともに、株主に十分な説明
を行うべきである。

原則1–5．いわゆる買収防衛策※

　上場会社は、自社の株式が公開買付けに付された場合には、取締役会としての考え方（対抗提案が
あればその内容を含む）を明確に説明すべきであり、また、株主が公開買付けに応じて株式を手放す権
利を不当に妨げる措置を講じるべきではない。

補充原則1–5①
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　当社は、役員が会社との間で利益相反取引又は会社の事業の部類に属する取引をなす場合は、事
前に取締役会の承認を得なければならない旨取締役会規程で定め、その取引を監視しています。また、
当社株式を議決権ベースで5%以上保有する株主との間で取引を実施する場合は、取締役会規程に
したがって取締役会の承認を取得することとしています。更に、年に1回、これらの取引の有無及びそ
の内容について取締役会に報告しています。

　上場会社がその役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合には、そうした取引が
会社や株主共同の利益を害することのないよう、また、そうした懸念を惹起することのないよう、取締役
会は、あらかじめ、取引の重要性やその性質に応じた適切な手続を定めてその枠組みを開示するとともに、
その手続を踏まえた監視（取引の承認を含む）を行うべきである。

原則1–7．関連当事者間の取引
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第2章　株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　当社は、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の創出のためには、株主以外の重要なステーク
ホルダー、すなわち社内外の関係者や、地域社会等の当社の存続・活動にとってなくてはならない主
体との間においても適切な協働が不可欠であることを十分に認識し、サステナビリティを経営の中核
に据え、DE&I（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン）の尊重等を含むいわゆるCSR活動を
推進し､サステナビリティの実現に向けてグループ全体で取り組んでいます。
　また、取締役会及び経営陣のリーダーシップの下、役員及び従業員一人ひとりが当社の「企業理念」
に則り、ステークホルダーの権利・立場や事業活動倫理を尊重する健全な企業文化・風土の醸成に取
り組んでいます。

　当社は、当社の活動の基礎となる経営理念を「企業理念」として定めています。当社の「企業理念」
では、創業者が社是として制定した「最高の品質で社会に貢献」を不変の使命として掲げ、その使命
を果たすために当社役員及び従業員として常に意識すべき姿勢を「誠実協調」「進取独創」「現物現場」

「熟慮断行」の4つの心構えとして示しています。また、この「企業理念」に「安全宣言」「品質宣言」「環
境宣言」を加えた企業理念体系を経営の基本方針とし、またそれを明確に反映した企業コミットメン
ト「Bridgestone E8 Commitment」を未来からの信任を得ながら経営を進める軸としています。
これらとともに、「中長期事業戦略」、当社の創立100周年である2031年へ向けて実現したい姿を描
いた「2030年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」、及び3年ごとに具体的な目標やアクショ
ンを明確にした「中期事業計画」を策定・実行し、社会価値・顧客価値を持続的に提供することで、中
長期的な企業価値の向上を図っています。

　上場会社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、従業員、顧客、取引先、債権者、
地域社会をはじめとする様々なステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十
分に認識し、これらのステークホルダーとの適切な協働に努めるべきである。
　取締役会・経営陣は、これらのステークホルダーの権利・立場や健全な事業活動倫理を尊重する企業
文化・風土の醸成に向けてリーダーシップを発揮すべきである。

基本原則2

　上場会社は、自らが担う社会的な責任についての考え方を踏まえ、様々なステークホルダーへの価
値創造に配慮した経営を行いつつ中長期的な企業価値向上を図るべきであり、こうした活動の基礎と
なる経営理念を策定すべきである。

原則2–1．中長期的な企業価値向上の基礎となる経営理念の策定



11

　当社は、あらゆるステークホルダーに対し、企業としての責任を果たすための体制づくりに積極的
に取り組んでいます。その基盤として、「企業理念」に「安全宣言」「品質宣言」「環境宣言」を加えた
企業理念体系と、企業コミットメントである「Bridgestone E8 Commitment」を経営の基本方針
とし、更にこれを支えるグローバル方針類として、「グローバルサステナブル調達ポリシー」、「グロー
バル人権方針」、及び「行動規範」を策定し、グループ・グローバルでの活動の更なる展開・浸透・進化
に取り組んでいます。
　2020年を初年度とした「第三の創業」Bridgestone3.0では、「2050年 サステナブルなソリュー
ションカンパニーとして社会価値・顧客価値を持続的に提供している会社へ」をビジョンとして掲げ、
その実現に向けて経営を進めています。企業コミットメント「Bridgestone E8 Commitment」は、

「E」で始まるブリヂストンらしい8つの価値を、ブリヂストンらしい「目的」と「手段」で、従業員・社
会・パートナー・お客様と共に創出し、持続可能な社会を支えることにコミットするものです(https://
www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/policy/commitment/)。未来からの信任
を得ながら経営を進める軸となるものであり、当社グループがステークホルダーと緊密に連携しながら、
持続可能な社会の実現に向けて貢献し続けるための指針として活用しています。
　また、当社グループ全体に適用される「Bridgestone Code of Conduct（行動規範）」
(https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/
bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf）では、当社グループ従業員が日常
業務で直面する可能性のあるコンプライアンス上の問題について、基本的な考え方を示しながら、当
社グループ従業員として取るべき行動・取ってはいけない行動を分かりやすく解説しており、こちらも
積極的に活用しています。当社は、今後も引き続き、コンプライアンスを含むサステナビリティに関す
る施策を中期事業計画に盛り込むこと等により、取り組みを強化していきます。なお、当社のコンプ
ライアンスを含むサステナビリティの考え方については、当社ウェブサイトに掲載しています

（https://www.bridgestone.co.jp/csr/approach/index.html）。

　上場会社は、ステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理などについて、
会社としての価値観を示しその構成員が従うべき行動準則を定め、実践すべきである。取締役会は、行
動準則の策定・改訂の責務を担い、これが国内外の事業活動の第一線にまで広く浸透し、遵守されるよ
うにすべきである。

原則2–2．会社の行動準則の策定・実践

　取締役会は、行動準則が広く実践されているか否かについて、適宜または定期的にレビューを行うべ
きである。その際には、実質的に行動準則の趣旨・精神を尊重する企業文化・風土が存在するか否かに
重点を置くべきであり、形式的な遵守確認に終始すべきではない。

補充原則2–2①

https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/policy/commitment/
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/policy/commitment/
https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/approach/index.html
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　当社は、社会やステークホルダーの皆様からの期待と役割を理解し、リスクをより積極的にとらえ、
行動に移すことで、価値創造の基盤を整えています。気候変動、人権、労働安全、持続可能な調達等
のサステナビリティを巡る課題への対応は、企業存続のために必須であるのみならず、成長の機会に
もつながる重要な経営課題であると認識しており、グローバルで取り組みを強化しています。
　当社は TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に賛同しており、また、2022年3月より
TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）フォーラムにも参加しています。TCFD及びTNFDが
提言するフレームワークに沿って、気候変動及び自然資本損失によるリスクと機会を統合的に認識
し、事業戦略への反映を進めています。これらのリスク及び機会への認識を踏まえ、カーボンニュー
トラル化、サーキュラーエコノミー及びネイチャーポジティブに関する中期目標を設定し、CO2の排
出量削減等に取り組むと同時に、水リスク低減に向けた取り組みや天然ゴム事業の生産性向上に向

　取締役会は、コンプライアンスの活動状況やサステナビリティへの取り組みについて適宜報告を受
け、進捗状況をレビューするとともに、当社グループの企業文化・風土についても議論しています。

　当社は、企業理念の「使命」として掲げる「最高の品質で社会に貢献」に基づき、企業の利益のた
めだけでなく、広く社会の発展に寄与することが重要であると考えています。業界のグローバルリーダー
として、未来に対する責任を持ち、社会課題の解決を通じて持続可能な社会の構築に貢献しながら、
企業としても持続的に成長していくことを目指しています。このような考え方の下、企業としての存続
の基盤となる基本ルール・社会規範の遵守を徹底するだけでなく、当社グループの強みや特性を更
に活かすとともに、イノベーションと先進技術、多岐にわたるパートナーとの共創を通じて､一人ひと
りの安心・安全で快適な移動と暮らしを支え、持続可能な社会の実現に向けて世の中にポジティブな
インパクトを創出していきます。なお、当社のサステナビリティの考え方については、当社ウェブサイ
トに掲載しています（https://www.bridgestone.co.jp/csr/approach/index.html）。

　上場会社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題について、適切な対応を行う
べきである。

原則2–3．社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題

　取締役会は、気候変動などの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配
慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然災害等への危機管理など、サステナビリティ
を巡る課題への対応は、リスクの減少のみならず収益機会にもつながる重要な経営課題であると認識
し、中長期的な企業価値の向上の観点から、これらの課題に積極的・能動的に取り組むよう検討すべき
である。

補充原則2–3①

https://www.bridgestone.co.jp/csr/approach/index.html
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けた取り組み、天然ゴム供給源の多様化に向けた取り組みを進めるなど、バリューチェーン全体での
CO2排出量及び各種環境負荷による自然資本への影響の低減にも取り組んでいます。なお、当社の
サステナビリティに関する中期目標については、2024年3月に発表した中期事業計画(2024-2026)
の第二部 24MBP ビジネス具体化シナリオの「サステナビリティ活動と価値創造」に掲載しています
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.
pdf)。
　持続可能な調達に関しては、2018年2月に策定した「グローバルサステナブル調達ポリシー」

（https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/procurement/index.html）を、「 持続可
能な天然ゴムのためのグローバルプラットフォーム」(GPSNR)の要求事項やステークホルダーから
の期待を踏まえ、2021年9月に改訂し、展開しています。本ポリシーは、お取引先の皆様に対するカー
ボンニュートラルなサプライチェーン推進への期待や、環境に配慮した調達、人権の尊重に関する項
目などを記載したもので、当社グループが購入する全ての原材料やサービス、そして世界中のお取引
先様を対象としています。当社グループは、本ポリシーの策定以降、その内容に世界各国・各地域の
お取引先様のご理解を得られるようコミュニケーションを継続しています。タイヤ・ゴム業界における
グローバルリーディングカンパニーとして、バリューチェーン全体で持続可能性を具体化するとともに、
特に天然ゴムの持続可能な調達に注力しています。
　また、取締役会は、サステナビリティへの取り組みの状況について適宜報告を受け、進捗状況をレ
ビューしています。
　人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、
自然災害等への危機管理などの具体的な取り組みは、当社ウェブサイトに掲載しています（https://
www.bridgestone.co.jp/csr/index.html）。
　今後も引き続き、ステークホルダーからの期待・要請に応えながら、グループ全体で着実に取り組
みを進めていきます。

　上場会社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することは、会社
の持続的な成長を確保する上での強みとなり得る、との認識に立ち、社内における女性の活躍促進を
含む多様性の確保を推進すべきである。

原則2–4．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保

　当社は、グローバル全体で様々な価値観や個性を持つ人々が「働きやすく、活躍でき
る」職場環境を提供することを目的の一つとして、「グローバル人権方針」（https://www.
bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/pdf/global_human_rights_policy.
pdf）を策定しており、この方針の下、当社グループは文化・習慣の違いを理解・尊重し、多様
な視点からのアイデアに共感し、新しい価値創造を目指し、個人の成功・自信の波及を通じて、
多様な人財が輝けるよう、様々な取り組みを加速させており、従業員が様々なライフステージに
おいて安心して仕事ができ、更に能力が十分発揮できるシステムを構築しています。

https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/procurement/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/pdf/global_human_rights_policy.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/pdf/global_human_rights_policy.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/pdf/global_human_rights_policy.pdf
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　当社グループは、事業戦略と連動した付加価値創造により、企業価値向上を図ると共に個人の成功・
自信の波及を通じて、多様な人財が輝ける様になることを人財戦略の軸とし、付加価値の最大化、人
財一人ひとりの生産性・創造性（人的創造性）の向上に向けて、持続的な成長を図る様々な取り組み
を進めています。当社グループ共通の重点課題（「ブリヂストンらしい人財の確保」「人財能力開発」「働
きやすい環境整備」「多様な人財が輝ける場所の提供」「人財・ポジションの見える化」）に取り組んで
いくとともに、その実施状況に関しては、有価証券報告書や当社ウェブサイトでの公表に加え、多岐
にわたるステークホルダーとのコミュニケーションを通じて開示の充実化に努めています。
　当社グループには、1931年の創業から、1988年の米国ファイアストン社の買収等を経て、様々な
人財を受け入れグローバルで多様性を育んできた歴史があります。変化が常態化する時代において、
社会やお客様の困りごとに寄り添い、解決することを目指す中、今後の当社グループの成長に向けては、
多様性がますます重要になると考えています。
　当社グループでは、多様な価値観を尊重し、組織としての意思決定の多様化を進めるべく、女性リー
ダーの育成・登用促進に注力しています。2023年12月時点において、当社グループにおける女性従
業員の割合は12.2%であり、管理職及び組織の日々の管理目標を指導する立場である者の女性比
率は16.1%となっています。日本においては、女性の採用強化、育児との両立支援、フェムテックプロ
グ ラム（https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.
html）導入等の様々なライフステージに応じて女性が自分らしく働き続けるための定着支援に加え、

「女性基幹職登用促進プログラム」等のキャリア支援強化にも取り組んでいます。当社では、2019年
に改正された女性活躍推進法を受けて一般事業主行動計画を策定し、その一つとして、女性基幹職
*¹比率を2025年までに7.5%とすることを測定可能な目標として掲げています。2023年12月時点
の実績は4.3％となっており、目標に向かって取り組みを進めています。なお、一般事業主行動計画
については、関連情報とともに厚生労働省のデータベースにて開示しています（https://positive-
ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=481）。
　当社グループでは、従業員の国籍や採用形態の違いに関係なく、管理職への登用も含めてグロー
バル全体で人財の有効活用を図っています。当社グループの事業戦略・執行を統括する最高位の会
議体であるGlobal Executive Committee (Global EXCO) *² においては、12名のうち6名が
外国籍のメンバーで構成され、経営上の意思決定に当たり、多様な視点・価値観を採り入れることを
尊重しています。さらに、Global EXCOの下で、グローバル横串機能として、外国籍メンバーを含む
グローバルなメンバーで構成されたコミッティ等が活動しています。また、中途採用者に関しては、当
社は、事業環境の変化に対応するために高い専門性を持った人財をキャリア(中途)採用しています。

　上場会社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等、中核人材の登用等における多様性の
確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を示すとともに、その状況を開示すべきである。
　また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性の確保に向けた人材
育成方針と社内環境整備方針をその実施状況と併せて開示すべきである。

補充原則2–4①

https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=481
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=481
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　当社グループの多様性確保に関する情報（具体的な取組みや人数等）については、有価証券報告
書や当社ウェブサイトにて開示しています。
　 当社 グ ル ープ の DE&I・女性活躍推進 に 関して（2024年6月更新予定 ）：https://www.
bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html
　当社グループの雇用の状況に関して（2024年6月更新予定）：https://www.bridgestone.
co.jp/csr/social/human_rights/employment/index.html

*1：当社の基幹職とは、ライン長（幹部層・管理層）、スペシャリスト、主査を指します。
*2：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。

　当社は、内部通報の窓口として、「BridgeLine」を国内外のグループ全社を対象に整備し、また、
従来より国内グループ会社向けにカルテル通報ホットライン・贈収賄通報ホットラインを設け、いずれ
もポスターやイントラネットにより広く周知して、従業員にとって内部通報しやすい体制の整備を推進
しています。また、取締役会は、監査委員会を通じて定期的に内部通報制度の運用状況について監督
しています。

　上場会社は、その従業員等が、不利益を被る危険を懸念することなく、違法または不適切な行為・情
報開示に関する情報や真摯な疑念を伝えることができるよう、また、伝えられた情報や疑念が客観的に
検証され適切に活用されるよう、内部通報に係る適切な体制整備を行うべきである。取締役会は、こう
した体制整備を実現する責務を負うとともに、その運用状況を監督すべきである。

原則2–5．内部通報

　上場会社は、内部通報に係る体制整備の一環として、経営陣から独立した窓口の設置（例えば、社外
取締役による合議体を窓口とする等）を行うべきであり、また、情報提供者の秘匿と不利益取扱の禁止
に関する規律を整備すべきである。

補充原則2–5①※

　当社は、内部通報の窓口として、「BridgeLine」を国内外のグループ全社を対象に整備し、ま
た、従来より国内グループ会社向けにカルテル通報ホットライン・贈収賄通報ホットラインを社外
に設けています。そのいずれについても、社外窓口は、外部弁護士又は独立した第三者組織が直
接受け付けています。また、「Bridgestone Code of Conduct（行動規範）」(https://www.
bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_
global_code_of_conduct_Japanese.pdf）やBridgeLine運営要領及びカルテル通報ホット
ライン・贈収賄通報ホットライン保護要領を設け、その中で情報提供者の秘匿・不利益取扱禁止を明
確に定めています。

https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/diversity/index.html 
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/employment/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/social/human_rights/employment/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/csr/compliance_fair_competition/code/pdf/bridgestone_global_code_of_conduct_Japanese.pdf
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　ブリヂストン企業年金基金は、スチュワードシップ活動を考慮して運用委託先の選定・評価を行って
います。その上で、運用資産の議決権行使について運用委託先に一任しています。当社としては、同
基金に対して、人事面においては、社内人材に限らず、社外からも適切な人材を採用、配置し、運営
面においては、財務、人事等の専門機能も含めて構成される年金運営審議会を設置し、同基金の運
用状況のモニタリングなどを行っています。また、取締役会は、これらの取組みについて報告を受け、
その状況を確認しています。

　上場会社は、企業年金の積立金の運用が、従業員の安定的な資産形成に加えて自らの財政状態にも
影響を与えることを踏まえ、企業年金が運用（運用機関に対するモニタリングなどのスチュワードシップ
活動を含む）の専門性を高めてアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、運用に当たる
適切な資質を持った人材の計画的な登用・配置などの人事面や運営面における取組みを行うとともに、
そうした取組みの内容を開示すべきである。その際、上場会社は、企業年金の受益者と会社との間に生
じ得る利益相反が適切に管理されるようにすべきである。

原則2–6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮
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第3章　適切な情報開示と透明性の確保

　当社は、当社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに
係る情報等の非財務情報について、法令に基づく開示を適切に行うのは勿論のこと、当社の意思決
定の透明性・公正性を確保し、実効的なコーポレート・ガバナンスを実現するとの観点から、法令に基
づく開示情報以外の情報についても、その情報提供の充実に努めています。今後も、これらの情報が
正確で分かりやすく、有用性の高いものとなるように工夫を重ねつつ、当社ウェブサイトや各種報告
書を通じて広く提供していきます。

　上場会社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンス
に係る情報等の非財務情報について、法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外
の情報提供にも主体的に取り組むべきである。
　その際、取締役会は、開示・提供される情報が株主との間で建設的な対話を行う上での基盤となるこ
とも踏まえ、そうした情報（とりわけ非財務情報）が、正確で利用者にとって分かりやすく、情報として有
用性の高いものとなるようにすべきである。

基本原則3

　上場会社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、会社の意思決定の透明性・公正性
を確保し、実効的なコーポレートガバナンスを実現するとの観点から、（本コードの各原則に
おいて開示を求めている事項のほか、）以下の事項について開示し、主体的な情報発信を行う
べきである。

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
     と基本方針

（ⅲ）報酬委員会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
（ⅳ）取締役会又は指名委員会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名をそれぞれ行う                  
      に当たっての方針と手続

（ⅴ）取締役会又は指名委員会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指
      名をそれぞれ行う際の、個々の選解任・指名についての説明

原則3–1．情報開示の充実※
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当社は、企業理念をはじめとする経営の基本方針、中長期事業戦略構想、「2030年 長期戦略ア
スピレーション（実現したい姿）」及び中期事業計画を、当社ウェブサイトに掲載しています。なお、
中期事業計画については、四半期決算発表時等適宜Global CEOによる進捗状況の説明会を
実施し、加えてその説明資料及び動画を当社ウェブサイトに掲載しています。
企業理念：
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/philosophy/index.html
経営の基本方針：
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/policy/
中長期事業戦略構想、「2030年 長期戦略アスピレーション（実現したい姿）」及び中期事業計画

（進捗状況を含む）：
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/index.html
当社は、コーポレートガバナンス・コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナン
スに関する基本的な考え方と基本方針を、東京証券取引所に提出しています。コーポレート・ガ
バナンスに関する報告書「I コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企
業属性その他の基本情報」の「1．基本的な考え方」に掲載しています。
当社は、報酬委員会が役員の報酬を決定するに当たっての方針と手続を、有価証券報告書第一
部第4「4【コーポレート・ガバナンスの状況等】（4）【役員の報酬等】」に記載しています。
1. 取締役候補の指名方針
当社は、取締役候補を指名するにあたり、企業理念を具現化していくことができる人格・見識を
そなえ、取締役会の一員として業務執行を監督できる経験を有し、当社取締役としての職務遂行
に強い意欲があることを考慮しています。
　（1）社内取締役については、
　　・業務に関し広い範囲での知識と経験をそなえていること
　　・取り巻く環境の変化をとらえて適応しつつ、あるべき姿を描くことができる経営能力を有し
        ていること
　　を考慮しています。
　（2）社外取締役については、
　　・豊富な知見を有し、独立した視点からの的確な判断ができること
　　・当社グループと重大な利害関係がなく、独立性を保つことができること（当社社外取締役
         独立性基準に抵触しないこと ）
　　を考慮しています。
　指名委員会は公正かつ透明性のある取締役の選・解任の基準・方針を定めて、適切な候補選
　定を行います。
2. 経営陣幹部の選定の方針
　当社は、経営陣幹部を選定するにあたり、業務に関し広い範囲での知識と経験をそなえ、取り

（ⅰ）

（ⅱ） 

（ⅲ） 

（ⅳ）

https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/philosophy/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/policy/
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/index.html
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　巻く環境の変化をとらえて適応しつつ、あるべき姿に向け当社グループを牽引していく業務
　執行力を有していることを考慮しています。指名委員会は公正かつ透明性のある代表執行役
　の継承プランの下、適切な選・解任案を取締役会へ付議します。代表執行役以外の執行役の選・
　解任議案は、指名委員会にて策定プロセスを含め妥当性を審議します。
　取締役候補者の指名理由、略歴、重要な兼職、担当等については、株主総会資料・事業報告・
有価証券報告書に記載しています。
経営陣幹部の選解任状況については、事業報告・有価証券報告書に記載しています。

（ⅴ）

　上記の情報の開示（法令に基づく開示を含む）に当たって、取締役会は、ひな型的な記述や具体性を
欠く記述を避け、利用者にとって付加価値の高い記載となるようにすべきである。

補充原則3–1①

　上場会社は、自社の株主における海外投資家等の比率も踏まえ、合理的な範囲において、英語での
情報の開示・提供を進めるべきである。
　特に、プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、英語での開示・提供を
行うべきである。

補充原則3–1②

　当社は、上記の情報の開示に当たり、開示情報がステークホルダーの皆様にとってより分かりやす
く有用なものとなるように努めています。

　当社は、株式を保有する機関投資家や外国人投資家の割合を定期的に把握しており、より多くの株
主の利便性向上のため、統合報告、決算短信、有価証券報告書、株主総会資料等の開示資料につい
ても、日本語のオリジナル資料を英訳し、当社ウェブサイトに掲載しています。また四半期ごとに実施
する決算説明会の動画を、英語吹き替えにて当社ウェブサイトに掲載しています。
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　当社のサステナビリティに対する姿勢や活動に関する情報は、2022年度より、価値創造ストーリー
を包括的に報告する「 Bridgestone 3.0 Journey Report (統合報告)」 として発行しています

（2021年までは「サステナビリティレポート」として発行）。情報開示に関しては、従来よりGlobal 
Reporting Initiative（GRI）スタンダードや、国際統合報告（IIRC）フレームワークを参照しています。
　人的資本への投資については、中長期事業戦略及び中期事業計画（2024-2026）において、重要
な要素のひとつであり、当社グループの持続的成長を支える体質変革・創造に向けて戦略的投資を
進めています。中でも中期事業計画(2024-2026)の初年度である2024年は、ビジネス具体化シナ
リオの中で「良いビジネス体質を創る」、すなわち、経営・業務品質の向上を最優先課題として、人財
一人ひとりの生産性・創造性の向上（人的創造性向上）、付加価値の最大化及びそれに向けた環境整
備に取り組んでいます。次世代の経営人財候補育成については、各地域・国別にリーダーシップ開発
を進めると共に、2020年より「Bridgestone NEXT100」の制度を導入して、グローバルで毎年約
100人（日本：30人、米州：30人、欧州：20人、アジア：20人）を選抜し、各経営報告会議体への参画、
海外ビジネススクール研修への参加等を通じた重点育成を進めています。日本においては、2020年
より重要経営課題としてHRX（Human Resource Management Transformation）に取り組
み、役割・権限の明確化に基づくジョブ型人財の配置、産学協働も含めたデジタル人財育成、事業戦
略を実現する上で求められる人財への期待要件の明確化等PDCAサイクルを回しながら段階的に
実施しています。自ら挑戦・成長する意欲がある人財が能力を高め、更なる価値創出につなげていく
ための人財育成投資を更に強化し、会社の成長と従業員一人ひとりの成長の実現が両輪となるよう、
人事制度・仕組みの変革と企業風土変革を推進しています。事業戦略と連動した人財戦略の推進に
向けて、戦略の実現を支える人財・組織強化への成長投資は不可欠な取り組みとして進めていくと共に、
適宜情報を開示していきます。
　重要な経営資源である知的財産への投資については、日常的にIPランドスケープを活用した社内
コミュニケーションを基盤とした知財活用マネジメントを行っています。タイヤを中心としたモノつくり
で培ってきたナレッジ・ノウハウ・特許などの様々な知的財産を戦略的に組み合わせた相乗効果の創出

（ブリヂストンの知財ミックス）を志向し、ビッグデータを事業価値に変換するビジネスモデルの構築
に知財を戦略的に活用しています。引き続き、知的財産投資の効果検証及び、将来事業に資する資

　上場会社は、経営戦略の開示に当たって、自社のサステナビリティについての取組みを適切に開示す
べきである。また人的資本や知的財産への投資等についても、自社の経営戦略・経営課題との整合性
を意識しつつ分かりやすく具体的に情報を開示・提供すべきである。
　特に、プライム市場上場会社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に
与える影響について、必要なデータの収集と分析を行い、国際的に確立された開示の枠組みであるＴ
ＣＦＤまたはそれと同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべきである 。

補充原則3–1③
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産価値（期待値）の見極めに取り組み、戦略的かつ効率的な知的財産投資ガバナンス体制の強化を
継続して参ります。なお、知的財産への投資についての具体的な取り組みについては、2024年度統
合報告（2024年6月発行予定）に掲載しています
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html)。
　気候変動リスク等の開示については、当社はTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に賛
同しており、また、2022年3月よりTNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）フォーラムにも参
加しています。TCFD及びTNFDが提言するフレームワークに沿って、気候変動及び自然資本損失に
よるリスクと機会を統合的に認識し、事業戦略への反映を進めています。これらのリスク及び機会へ
の認識を踏まえ、カーボンニュートラル化、サーキュラーエコノミー及びネイチャーポジティブに関す
る中期目標を設定し、CO2の排出量削減等に取り組むと同時に、水リスク低減に向けた取り組みや
天然ゴム事業の生産性向上に向けた取り組み、天然ゴム供給源の多様化に向けた取り組みを進め
るなど、バリューチェーン全体でのCO2排出量及び各種環境負荷による自然資本への影響の低減に
も取り組んでいます。なお、TCFD及びTNFDが推奨する開示情報は、当社Webサイトに掲載して
います（TCFD・TNFD対照表: https://www.bridgestone.co.jp/csr/tcfd/）。また、当社のサ
ステナビリティに関する中期目標については、2024年3月に発表した中期事業計画(2024-2026)
の第二部 24MBP ビジネス具体化シナリオの「サステナビリティ活動と価値創造」に掲載しています
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.
pdf)。

　外部会計監査人及び上場会社は、外部会計監査人が株主・投資家に対して責務を負っていることを
認識し、適正な監査の確保に向けて適切な対応を行うべきである。

原則3–2．外部会計監査人

　監査委員会は、少なくとも下記の対応を行うべきである。
（ⅰ）外部会計監査人候補を適切に選定し外部会計監査人を適切に評価するための基準の
　　策定

（ⅱ）外部会計監査人に求められる独立性と専門性を有しているか否かについての確認

補充原則3–2①※

　当社は、外部会計監査人が株主・投資家に対して適正な会計監査を行う責務を負っていることを認
識し、外部会計監査人による適正な監査の確保に向けて、以下の補充原則に対応する箇所に記載し
た事項を含む適切な対応を行っています。

https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html
https://www.bridgestone.co.jp/csr/tcfd/
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/pdf/jpn_mbp20240301_02.pdf
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　取締役会及び監査委員会は、少なくとも下記の対応を行うべきである。
（ⅰ）高品質な監査を可能とする十分な監査時間の確保
（ⅱ）外部会計監査人からCEO・CFO等の経営陣幹部へのアクセス（面談等）の確保
（ⅲ）外部会計監査人と監査委員（監査委員会への出席を含む）、内部監査部門や監査委員でない社外
　　取締役との十分な連携の確保

（ⅳ）外部会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合や、不備・問題点を指摘した場合の会社
　　側の対応体制の確立

補充原則3–2②※

外部会計監査人に対し必要十分な監査時間を確保するよう要請するとともに、外部会計監査人
による監査委員会への監査計画の説明、外部会計監査人の報酬等の同意手続、及び監査実施
結果に関する報告書の確認等を通じて、高品質な監査を可能とする十分な監査時間が確保され
ていることを確認しています。
外部会計監査人からGlobal CEO、Joint Global COO、Global CFO等へのアクセスの要望
がある場合には、これが実現されるよう必要な要請を行い、その機会を確保します。
 1. 監査委員会
　 監査委員会での外部会計監査人からの報告受領及び意見交換、監査委員会以外の場での外　　
　 部会計監査人と監査委員の定期的な会合の開催、外部会計監査人の往査及び監査講評への
　 立会い等を通して、外部会計監査人と監査委員会の十分な連携を確保しています。
2. 内部監査部門/社外取締役
　 監査委員会における外部会計監査人と内部監査部門の監査計画、監査結果等の情報共有や、
　 監査委員を通じた独立社外取締役に対する会計監査の情報共有を通じて、外部会計監査人
　と内部監査部門及び監査委員でない独立社外取締役との十分な連携を確保しています。
外部会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合や、不備・問題点を指摘した場合には、
事案の内容・性質に応じて、監査委員会による調査、執行部門に対する報告の指示、役員等に対
する助言・勧告・差止請求、取締役会への報告等、原因究明及び是正・再発防止に必要な措置を
講じる体制をとっています。

（ⅰ） 

（ⅱ）

（ⅲ）

（ⅳ）

（ⅱ） 

監査委員会は、外部会計監査人候補を適切に選定し外部会計監査人を適切に評価するための
基準を策定しています。なお、当社は、外部会計監査人の監査継続年数や諸外国における監査
法人のローテーション制度の状況等を踏まえ、2023 年3月28日開催の定時株主総会の決議を
もって、外部会計監査人を有限責任 あずさ監査法人に変更しています。
監査委員会は、同委員会で定める基準に基づき、①外部会計監査人の職務実施状況の把握、②
当社が外部会計監査人に委託している非監査業務の内容・報酬額の確認、③外部会計監査人か
らの品質管理体制の報告受領等を通じて、外部会計監査人が独立性と専門性を有することを確
認しています。

（ⅰ）
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（1） 

（2） 

（3） 

　取締役会は、以下の事項を実施することで、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を促
す役割・責務を適切に果たしています。

取締役会の審議事項を、企業理念をはじめとする経営の基本方針、中長期的な経営戦略等当社
の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を検討する事項に絞り込むとともに、執行と監督の
分離を進めています。
取締役会で決定された経営方針に則って執行部門における迅速・果断な意思決定ができるよう、
適切な範囲において取締役会から執行部門への権限委譲を進めています。
各委員会に加え、取締役会においても独立社外取締役が過半数を占めており、客観的な立場
から実効性の高い監督機能を実現しています。

　上場会社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的成長と中長期
的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、

（1）企業戦略等の大きな方向性を示すこと
（2）経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと
（3）独立した客観的な立場から、経営陣（執行役及びいわゆる執行役員を含む）・取締役に対する実効　　
　 性の高い監督を行うこと
をはじめとする役割・責務を適切に果たすべきである。
　こうした役割・責務は、監査役会設置会社（その役割・責務の一部は監査役及び監査役会が担うこと
となる）、指名委員会等設置会社、監査等委員会設置会社など、いずれの機関設計を採用する場合にも、
等しく適切に果たされるべきである。

基本原則4

　取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）を確立し、戦略的な方向付けを行うことを主要な役割・
責務の一つと捉え、具体的な経営戦略や経営計画等について建設的な議論を行うべきであり、重要な
業務執行の決定を行う場合には、上記の戦略的な方向付けを踏まえるべきである。

原則4–1．取締役会の役割・責務（1）

第4章　取締役会等の責務

　当社は、「最高の品質で社会に貢献」という「使命」を果たすため、「誠実協調」「進取独創」「現物現場」
「熟慮断行」という４つの「心構え」から構成される企業理念に、安全宣言、品質宣言、環境宣言を
加えた企業理念体系、企業コミットメント「Bridgestone E8 Commitment」を経営の基本方針と
し、更にこれを支えるグローバル方針類として、「グローバルサステナブル調達ポリシー」、「グローバ
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ル人権方針」、及び「行動規範」を策定し、「2050年 サステナブルなソリューションカンパニーとして
社会価値・顧客価値を持続的に提供している会社へ」をビジョンとして掲げています。
　これらを実現するため、取締役会は、企業理念体系及び中長期事業戦略をはじめとする各種方針等、
重要な経営課題に絞り込んで議論しています。更に、中期事業計画の策定を含めて、執行部門におけ
る重要な業務執行の決定に当たっては、Global Executive Committee (Global EXCO)*¹にお
いて、取締役会で決議された経営方針に則り、各種経営課題についての対応方針・実行策を議論して
います。

　当社は、法令及び定款に定められた事項並びに当社グループにおける経営上重要な事項について
は取締役会で決定する旨を取締役会規程にて定めています。取締役会が経営戦略に関わる議論へよ
り一層フォーカスすることをねらいとして、継続的改善を重ね、現在は取締役会の決議事項を以下の
とおりとしています。
① 経営の基本方針
② グループの経営戦略（中長期事業戦略、グループ経営上重要な事業再編、資本政策、多額の借入/
　社債の発行/債務保証等）
③ 取締役及び執行役の人事に関する事項
④ 内部統制システムに関する事項
⑤ その他法令又は定款に定める決議事項
　その他の事項については、執行部門に委任することによって、業務執行のスピードアップを図って
　います。

　取締役会は、取締役会自身として何を判断・決定し、何を経営陣に委ねるのかに関連して、経営陣に
対する委任の範囲を明確に定め、その概要を開示すべきである。

補充原則4–1①

　取締役会・経営陣幹部は、中期経営計画も株主に対するコミットメントの一つであるとの認識に立ち、
その実現に向けて最善の努力を行うべきである。仮に、中期経営計画が目標未達に終わった場合には、
その原因や自社が行った対応の内容を十分に分析し、株主に説明を行うとともに、その分析を次期以
降の計画に反映させるべきである。

補充原則4–1②

*1：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。
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　当社では、中長期のグループ経営に関する基本的考え方を示す「中長期事業戦略」を策定しています。
また、それをより具体化し、当社の創立100周年である2031年へ向けて実現したい姿を描いた「2030
年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」を策定しています。このグローバルに戦略性と整合
性を担保した「2030年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」の実行に向けて、3年ごとに具
体的な目標やアクションを明確にした「中期事業計画」を策定しています。そして、経営環境の変化
及び計画に対する実績や進捗を十分に分析、議論し、必要に応じフレキシブルに軌道修正しながら、
その実行に取り組んでいます。また、その内容についてはIR活動、その他ステークホルダーとのコミュ
ニケーションを通じて適切に説明機会を確保しています。

　当社は、2016年3月に指名委員会等設置会社に移行しています。取締役会は、代表執行役の選任
に関する議案の検討を、独立社外取締役のみで構成される指名委員会の機能の一つと定めています。
指名委員会は、代表執行役の継承候補者に求められる資質やその選定方法を決定し、あわせて代表
執行役の継承候補者育成計画の妥当性についても確認し、執行役やSBU*¹の経営層と経営戦略を
共有し、お互いの意見交換を通じて、候補を検討して必要に応じて取締役会へ報告します。

　取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）や具体的な経営戦略を踏まえ、最高経営責任者（CEO）
等の後継者計画（プランニング）の策定・運用に主体的に関与するとともに、後継者候補の育成が十分
な時間と資源をかけて計画的に行われていくよう、適切に監督を行うべきである。

補充原則4–1③

*1  SBU:Strategic Business Unit (戦略的事業ユニット)
当社グループ内の経営管理のために事業セグメントごとに区分した組織単位。現在は、BSJP（日本タイヤ）、BSDP（化工品・
多角化・探索）、G-MICA（グローバル鉱山・産業・建設車両用・航空機用タイヤ・ソリューション）、BSAPIC（アジア・パシフィッ
ク・インド・中国）、BSAM（米州）、BSEMEA（欧州・中近東・アフリカ）の６つの事業セグメントに区分しています。

　取締役会は、経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うことを主要な役割・責務
の一つと捉え、経営陣からの健全な企業家精神に基づく提案を歓迎しつつ、説明責任の確保に向けて、
そうした提案について独立した客観的な立場において多角的かつ十分な検討を行うとともに、承認し
た提案が実行される際には、経営陣幹部の迅速・果断な意思決定を支援すべきである。
　また、経営陣の報酬については、中長期的な会社の業績や潜在的リスクを反映させ、健全な企業家
精神の発揮に資するようなインセンティブ付けを行うべきである。

原則4–2．取締役会の役割・責務（2）

　当社は、技術・ビジネスモデルのイノベーション等、リスクテイクを伴う事項に対し、必要な制度・体
制・仕組みの整備を推進しています。その推進に当たって、取締役会において独立社外取締役による
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　当社は、サステナビリティを経営の中核に据え、社会価値・顧客価値の創造を両立し、競争優位の
獲得を目指す「中長期事業戦略」を、取締役会等において議論を重ねた上で2020年４月の取締役
会で決定しています。また、それをより具体化し、当社の創立100周年である2031年へ向けて実現し
たい姿を描いた「2030年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」を策定しています。
　経営資源の配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行については、「2030年 長期戦略アスピ
レーション(実現したい姿)」に基づき、Global Executive Committee (Global EXCO)*¹や取

社外や株主の視点からの意見・提言を十分に踏まえた議論を経た上で基本方針を定め、その方針の
下での経営陣幹部による迅速・果断な実行を支援しています。
　また、当社では経営陣幹部の報酬の一部（変動報酬における中長期インセンティブ）を、中期的な
業績目標の達成及び長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的とした業績連動型株
式報酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）、サステナビリティ及びトランスフォーメーション推進と長期
の事業戦略実現を後押しすることを目的とした譲渡制限付株式報酬（リストリクテッド・ストック・ユニッ
ト）によって付与しています。

　当社では、経営陣幹部の報酬を固定報酬である月次報酬と、会社業績や担当領域における業績の
達成度に連動した変動報酬である賞与、並びに当社の中期的な業績目標の達成及び長期的な企業
価値向上への貢献意欲を高めることを目的とした変動報酬である業績連動型株式報酬（パフォーマ
ンス・シェア・ユニット）、サステナビリティ及びトランスフォーメーション推進と長期の事業戦略実現を
後押しすることを目的とした変動報酬である譲渡制限付株式報酬（リストリクテッド・ストック・ユニット）
で構成しています。報酬制度設計及び具体的な報酬額については、経営環境の変化や株主・投資家
の皆様からのご意見、第三者機関である人事・報酬コンサルタントからの情報等を踏まえ、独立社外
取締役のみで構成する報酬委員会にて審議し、決定しています。

　報酬委員会は、経営陣の報酬が持続的な成長に向けた健全なインセンティブの一つとして機能するよう、
客観性・透明性ある手続に従い、報酬制度を設計し、具体的な報酬額を決定すべきである。その際、中
長期的な業績と連動する報酬の割合や、現金報酬と自社株報酬との割合を適切に設定すべきである。

補充原則4–2①※

　取締役会は、中長期的な企業価値の向上の観点から、自社のサステナビリティを巡る取組みについ
て基本的な方針を策定すべきである。
　また、人的資本・知的財産への投資等の重要性に鑑み、これらをはじめとする経営資源の配分や、事
業ポートフォリオに関する戦略の実行が、企業の持続的な成長に資するよう、実効的に監督を行うべき
である。

補充原則4–2②
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　取締役会は、会社業績を評価し、その結果を経営陣幹部の人事に適切に反映しています。また、取
締役会は、決算等の重要情報については、開示内容についても確認しており、リスク管理体制を含む
内部統制システムについては、取締役会が決議した整備方針に従った整備を代表執行役に委任し、
整備及び運用状況について報告を受け、その遂行を監督することを通して、更なる整備を進めています。
　更に、当社と取締役、経営陣幹部との利益相反取引については、取締役会の承認を要する事項とし、
年に1回、当該取引の有無及びその内容について取締役会に報告しています。また、当社には支配株
主はおりませんが、当社株式を議決権ベースで5%以上保有する株主との間で取引を実施する場合
は、取締役会規程にしたがって取締役会の承認を取得することとしており、加えて、年に1回当該取引
の有無及びその内容について取締役会に報告しています。

　取締役会は、独立した客観的な立場から、経営陣・取締役に対する実効性の高い監督を行うことを主
要な役割・責務の一つと捉え、適切に会社の業績等の評価を行い、その評価を経営陣幹部の人事に適
切に反映すべきである。また、取締役会は、適時かつ正確な情報開示が行われるよう監督を行うとともに、 
内部統制やリスク管理体制を適切に整備すべきである。
　更に、取締役会は、経営陣・支配株主等の関連当事者と会社との間に生じ得る利益相反を適切に管
理すべきである。

原則4–3．取締役会の役割・責務（3）

締役会での議論を経て執行部門において策定された「中期事業計画」において、戦略的成長投資及
び人事・組織戦略を含む経営資源の配分や事業ポートフォリオ戦略に関する３年ごとの具体的な目
標やアクションを明確にしています。
　取締役会は、Global CEOによるGlobal EXCOでの審議状況報告やその他事業戦略上重要な案
件の審議などにおいて、取締役会の過半数を占める独立社外取締役をはじめとする取締役が多様な
視点から議論することにより、事業ポートフォリオ戦略の実行を含む「中期事業計画」の進捗を監督し
ています。
　なお、中期事業計画については、四半期決算発表時やアナリスト向け又は国内機関投資家向けの
IRミーティングなどの機会に、Global CEOによる進捗状況の説明を適宜実施しています。四半期
決算発表時における説明資料及び動画については、当社ウェブサイトに掲載しています
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/)。
　また、サステナビリティを巡る取組みの詳細についても、当社ウェブサイトに掲載しています
(https://www.bridgestone.co.jp/csr/)。
知的財産への投資については、2024年度統合報告（2024年6月発行予定）をご参照ください
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html)。

*1：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。

https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/strategy/
https://www.bridgestone.co.jp/csr/
https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html
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　経営陣幹部の選解任に関しては、独立社外取締役のみで構成される指名委員会における審議も踏
まえて、取締役会において担当執行部門の業績や適格性等を確認の上、決議することとしています。

　当社は、2016年3月に指名委員会等設置会社に移行しています。取締役会は、代表執行役の選任
に関する議案の検討を、独立社外取締役のみで構成される指名委員会の機能の一つと定めています。
指名委員会は、執行役やSBU*1の経営層と経営戦略を共有し、お互いの意見交換を通じて、より適
切な代表執行役の継承候補者を検討し、取締役会へ付議します。その上で、独立社外取締役が過半
数を占める取締役会が、当該議案を十分に審議し決定します。

　当社は、2016年3月に指名委員会等設置会社に移行しており、代表執行役の解任については、下
図のとおり、通常の議案上程手続きと、指名・監査・報酬委員会からの上程手続きの双方を確保して
います。議案が上程された場合は、独立社外取締役が過半数を占める取締役会が、当該議案を審議
決定します。

　取締役会は、経営陣幹部の選任や解任について、会社の業績等の評価を踏まえ、公正かつ透明性の
高い手続に従い、適切に実行すべきである。

補充原則4–3①

　取締役会は、CEOの選解任は、会社における最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、客観性・
適時性・透明性ある手続に従い、十分な時間と資源をかけて、資質を備えたCEOを選任すべきである。

補充原則4–3②

　取締役会は、会社の業績等の適切な評価を踏まえ、CEOがその機能を十分に発揮していないと認め
られる場合に、CEOを解任するための客観性・適時性・透明性ある手続を確立すべきである。

補充原則4–3③

*1  SBU:Strategic Business Unit (戦略的事業ユニット)
当社グループ内の経営管理のために事業セグメントごとに区分した組織単位。現在は、BSJP（日本タイヤ）、BSDP（化工品・
多角化・探索）、G-MICA（グローバル鉱山・産業・建設車両用・航空機用タイヤ・ソリューション）、BSAPIC（アジア・パシフィッ
ク・インド・中国）、BSAM（米州）、BSEMEA（欧州・中近東・アフリカ）の６つの事業セグメントに区分しています。



29

　取締役会は、当社グループのリスク管理体制を含めた内部統制システムの整備方針を見直し、
2021年12月20日に決議しました。
　取締役会は、当該方針に従った内部統制システムの整備を代表執行役に委任し、整備及び運用状
況について報告を受け、その遂行を監督しています。また、監査委員会は内部監査部門等から報告を
受け、リスク管理体制を含めた内部統制システムの整備及び運用状況を監査しています。

　内部統制や先を見越した全社的リスク管理体制の整備は、適切なコンプライアンスの確保とリスクテ
イクの裏付けとなり得るものであり、取締役会はグループ会社を含めたこれらの体制を適切に構築し、
内部監査部門を活用しつつ、その運用状況を監督すべきである。

補充原則4–3④

　監査委員会は、毎年定める監査方針において、独立の立場かつ公正不偏の態度で職務を遂行し、
当社の健全な経営と発展に寄与することを掲げています。これに基づき、役員等の職務遂行の監督、
外部会計監査人の選解任や監査報酬に係る権限行使等を行います。
　また、監査委員は、積極的に情報収集を行い、取締役会あるいは執行役等に対して、必要に応じて
適法性のみならず妥当性の観点からも適切に意見を述べることとしています。

　監査委員会は、取締役の職務の執行の監査、外部会計監査人の選解任や監査報酬に係る権限の行
使などの役割・責務を果たすに当たって、株主に対する受託者責任を踏まえ、独立した客観的な立場に
おいて適切な判断を行うべきである。
　また、監査委員及び監査委員会に期待される重要な役割・責務には、業務監査・会計監査をはじめと
するいわば「守りの機能」があるが、こうした機能を含め、その役割・責務を十分に果たすためには、自
らの守備範囲を過度に狭く捉えることは適切でなく、能動的・積極的に権限を行使し、取締役会におい
てあるいは経営陣に対して適切に意見を述べるべきである。

原則4–4．監査委員及び監査委員会の役割・責務※

　監査委員会は、会社法により、その過半数を社外取締役とすること及びその職務執行のために必要
な体制を取締役会によって決定することが求められていることを踏まえ、その役割・責務を十分に果た
すとの観点から、前者に由来する強固な独立性と、後者の体制に基づく高度な情報収集力とを有機的
に組み合わせて実効性を高めるべきである。また、監査委員または監査委員会は、監査委員でない社
外取締役が、その独立性に影響を受けることなく情報収集力の強化を図ることができるよう、監査委員
でない社外取締役との連携を確保すべきである。

補充原則4–4①※
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　当社は、指名委員会等設置会社として会社法で定めるとおり、過半数の独立社外取締役で構成さ
れる監査委員会を設置しています。更に、日常的な情報収集力を高めるために常勤の監査委員を置
き、取締役会以外の重要会議にも出席し、また、定期的にかつ適宜、執行部門に報告を求め、個別の
部門会議へ出席する等、積極的に社内の情報を収集しています。また当社は、監査委員会の職務を
補助するために、監査担当専任の統括部門長を配置し、その指揮下の内部監査部門に、監査委員会
の監査を補助する専任部署を設置しています。常勤の監査委員が得た情報や監査担当専任の統括部
門長を通じて得た情報を監査委員会等において共有し、客観的・中立的な観点から審議を行うことで、
監査の実効性を高めています。
　また、取締役会への監査委員会活動報告等に加え、独立社外取締役のみで構成される委員会や会
合等を通じ、監査委員以外の独立社外取締役にも情報共有、意見交換を実施する機会を確保してい
ます。

　当社では、2024年5月現在、8名の独立社外取締役が在任し、取締役会及び各委員会において、
社外や株主の視点からの意見・提言を十分に踏まえた議論を行っています。各取締役及び経営陣は、
これらの議論を経て決定された経営方針・執行方針に則り、会社及び株主共同の利益のために行動
しています。

　上場会社の取締役及び経営陣は、それぞれの株主に対する受託者責任を認識し、ステークホルダー
との適切な協働を確保しつつ、会社や株主共同の利益のために行動すべきである。

原則4–5．取締役等の受託者責任※

　上場会社は、取締役会による独立かつ客観的な経営の監督の実効性を確保すべく、業務の執行には
携わらない、業務の執行と一定の距離を置く取締役の活用について検討すべきである。

原則4–6．経営の監督と執行

　当社は、2024年5月現在、取締役総数12名のうち、独立社外取締役8名、常勤監査委員2名の合
計10名を、業務の執行に携わらない取締役としています。当社は、2021年3月26日開催の株主総会
を経て、取締役会において独立社外取締役から取締役会議長を選定し、更なる経営の監督の実効性
を確保する体制としています。
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　当社では、独立社外取締役全員で構成される取締役会諮問委員会であるガバナンス委員会を設置
しているほか、以下のとおり、独立社外取締役の活用を図っています。

（ⅰ） 経営の方針や経営改善について、異なるバックグラウンドや専門領域をベースとした高い見識と
      豊富な経験を元に、独立社外取締役から独自の提言を受けることにより、取締役会の適切な意
      思決定等コーポレート・ガバナンスの強化を図っています。

（ⅱ） 独立社外取締役のみによって構成される指名委員会の審議も踏まえて、取締役会で経営陣幹部
       の選解任を決定することとしています。

（ⅲ） 当社と役員との利益相反取引については、取締役会規程に基づき取締役会決議事項としており、
　　取締役会メンバーである独立社外取締役も監督しています。また、当社には支配株主はおりませ
　　んが、当社株式を議決権ベースで5%以上保有する株主との間で取引を実施する場合は、取締役
　　会規程にしたがって取締役会の承認を取得することとしています。更に、年に1回、利益相反取引
　　及び議決権ベースで5％以上保有する株主との取引の実績の有無及び内容について取締役会
　　に報告しています。

（ⅳ） 当社は、社外取締役の独立性を確保するため、当社独自に社外取締役の独立性基準を定めてい
　　ます。現在の社外取締役8名は、全員当該基準を満たす独立社外取締役であり、当社は、これら
　　の一般株主と利益相反が生じるおそれがない、独立性のある取締役より、取締役会において社
　　外や株主の視点からの意見・提言を受けています。

　上場会社は、独立社外取締役には、特に以下の役割・責務を果たすことが期待されることに留意しつつ、
その有効な活用を図るべきである。

（ⅰ）経営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企
      業価値の向上を図る、との観点からの助言を行うこと

（ⅱ）経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと
（ⅲ）会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること
（ⅳ）経営陣・支配株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意見を取締役
     会に適切に反映させること

原則4–7．独立社外取締役の役割・責務
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　当社では、2024年5月現在、取締役総数12名のうち、8名の独立社外取締役が在任しています。

　指名委員会等設置会社である当社は、取締役会及び監査委員会において独立社外取締役が過半
数を占めているのみならず、指名委員会及び報酬委員会並びに任意に設置している取締役会諮問委
員会の全てが独立社外取締役のみで構成されており、これら委員会での議論において独立社外取締
役との間で十分な情報交換・認識共有を図ることができる体制となっています。また、これらに加えて、
情報共有・意見交換を目的とした独立社外取締役及び非執行取締役のみの会合も開催しています。

　独立社外取締役は会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を
果たすべきであり、プライム市場上場会社はそのような資質を十分に備えた独立社外取締役を少なくと
も3分の1（その他の市場の上場会社においては2名）以上選任すべきである。
　また、上記にかかわらず、業種・規模・事業特性・機関設計・会社をとりまく環境等を総合的に勘案して、
少なくとも過半数の独立社外取締役を選任することが必要と考えるプライム市場上場会社（その他の市
場の上場会社においては少なくとも3分の1以上の独立社外取締役を選任することが必要と考える上場
会社）は、十分な人数の独立社外取締役を選任すべきである。

原則4–8．独立社外取締役の有効な活用

　独立社外取締役は、取締役会における議論に積極的に貢献するとの観点から、例えば、独立社外者
のみを構成員とする会合を定期的に開催するなど、独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識共有
を図るべきである。

補充原則4–8①

　当社では、独立社外取締役と経営陣の間で定期的に意見交換を実施する等、独立社外取締役と経
営陣との必要な連携を図っています。

　独立社外取締役は、例えば、互選により「筆頭独立社外取締役」を決定することなどにより、経営陣と
の連絡・調整や監査委員または監査委員会との連携に係る体制整備を図るべきである。

補充原則4–8②※
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　当社に支配株主はいないため、該当しません。

　当社は、当社独自の独立性基準を策定しており、その内容については、東京証券取引所に提出して
います。
　コーポレート・ガバナンスに関する報告書「II 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組
織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「1．機関構成・組織運営等に係る事項」【独立役
員関係】「その他独立役員に関する事項」のほか、当社ウェブサイト

（https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/governance/pdf/guideline_
dokuritsu.pdf）や株主総会参考書類等において開示しています。また、指名委員会は、取締役会の
適切な意思決定等コーポレート・ガバナンスの強化に貢献するよう異なるバックグラウンドや専門領
域をベースとした高い見識と豊富な経験を持つ人物を独立社外取締役の候補者として選定すること
としています。

　支配株主を有する上場会社は、取締役会において支配株主からの独立性を有する独立社外取締役を
少なくとも3分の1以上（プライム市場上場会社においては過半数）選任するか、または支配株主と少数
株主との利益が相反する重要な取引・行為について審議・検討を行う、独立社外取締役を含む独立性を
有する者で構成された特別委員会を設置すべきである 。

補充原則4–8③

　取締役会は、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立社外取締役となる者の独立性をそ
の実質面において担保することに主眼を置いた独立性判断基準を策定・開示すべきである。また、指名
委員会は、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を独立社外取締役
の候補者として選定するよう努めるべきである。

原則4–9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質※

　当社は、指名委員会等設置会社の形態を採っており、会社法に定める委員会に加えて、取締役会の
諮問機関として、独立社外取締役全員で構成されるガバナンス委員会及びコンプライアンス委員会を
設置し、独立社外取締役の意見を活用する場を設けています。

　上場会社は、会社法が定める会社の機関設計のうち会社の特性に応じて最も適切な形態を採用する
に当たり、必要に応じて任意の仕組みを活用することにより、統治機能の更なる充実を図るべきである。

原則4–10．任意の仕組みの活用

https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/governance/pdf/guideline_dokuritsu.pdf
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/manage/governance/pdf/guideline_dokuritsu.pdf
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　当社の取締役会は、合計12名で構成しており、社内取締役4名(うち2名は監査委員)、独立社外取
締役8名としています(取締役会議長を独立社外取締役から選定したことについては、本レポートの
原則4-6をご参照下さい)。取締役会及び監査委員会の実効性確保と多様性を意識し、当社の企業
理念、経営戦略を実現するために適した構成とした結果、各取締役が、経営・財務・会計・法務を含む、
広範な専門領域を包含するバランスの取れたポートフォリオを形成しています。
　なお、独立社外取締役の略歴・専門領域は、当社の有価証券報告書の４【コーポレート・ガバナンス
の状況等】（２）【役員の状況】に記載しています

（https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/securities/pdf/105.pdf）。
　取締役会は、取締役会における議論、諮問委員会の活用等に加え、実効性に関する分析・評価を実
施することにより更にその機能の向上を図っていきます。

　当社は指名委員会等設置会社のため、該当しません。

　上場会社が監査役会設置会社または監査等委員会設置会社であって、独立社外取締役が取締役会
の過半数に達していない場合には、経営陣幹部・取締役の指名（後継者計画を含む）・報酬などに係る
取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の下に独立社外取締役を主要
な構成員とする独立した指名委員会・報酬委員会を設置することにより、指名や報酬などの特に重要な
事項に関する検討に当たり、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を含め、これらの委員会の適切な関
与・助言を得るべきである。
　特に、プライム市場上場会社は、各委員会の構成員の過半数を独立社外取締役とすることを基本とし、
その委員会構成の独立性に関する考え方・権限・役割等を開示すべきである 。

補充原則4–10①

　取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、
ジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含む多様性と適正規模を両立させる形で構成されるべきである。
また、監査委員には、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に関する適切な知見を有する者が
選任されるべきであり、特に、財務・会計に関する十分な知見を有している者が1名以上選任されるべき
である。
　取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行うことなどにより、その機能の向
上を図るべきである。

原則4–11．取締役会・監査委員会の実効性確保のための前提条件※

https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/securities/pdf/105.pdf
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　指名委員会は、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性の確保を重視しており、
社内出身の取締役についてはその個々の職務経験、独立社外取締役については異なるバックグラウ
ンド・専門領域と高い見識や豊富な経験を考慮して、取締役候補者を選定するに際し全体のバランス
と多様性を確保しています。あわせて、取締役会の規模については、結論を導き出すに至る過程にお
いて充実した議論を行うのに十分かつ適切な人数で構成することを基本的な考え方としています。
　取締役の選任に関する方針・手続については、原則3-1（ⅳ）に記載のとおりです。
　また、取締役のスキル・マトリックスにつきましては、定時株主総会における取締役選任議案の参考
書類中に開示しています。当社の株主総会の株主総会資料は、当社webサイトに掲載しています

（https://www.bridgestone.co.jp/ir/stock-rating/gmtg/index.html）。

　指名委員会は、経営戦略に照らして取締役会が備えるべきスキル等を特定した上で、取締役会の全
体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方を定め、各取締役の知識・経験・
能力等を一覧化したいわゆるスキル・マトリックスをはじめ、経営環境や事業特性等に応じた適切な形
で取締役の有するスキル等の組み合わせを取締役の選任に関する方針・手続と併せて開示すべきである。
その際、独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を含めるべきである。

補充原則4–11①※

　昨年度における取締役の取締役会及び法定委員会への出席状況及び活動状況は、年度事業報告
及び株主総会参考書類にて開示しているとおり、全取締役が高い出席率を確保し、活発な議論を実
施しています。
　また、当社では、取締役候補者を検討する過程において他会社役員兼任状況が合理的な範囲にと
どまるかどうかについても確認することとしており、取締役の主要な兼任状況については事業報告に
おいて毎年開示しています。

　社外取締役をはじめ、取締役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締
役の業務に振り向けるべきである。こうした観点から、例えば、取締役が他の上場会社の役員を兼任す
る場合には、その数は合理的な範囲にとどめるべきであり、上場会社は、その兼任状況を毎年開示すべ
きである。

補充原則4–11②※

　取締役会は、毎年、各取締役の自己評価なども参考にしつつ、取締役会全体の実効性について分析・ 
評価を行い、その結果の概要を開示すべきである。

補充原則4–11③

https://www.bridgestone.co.jp/ir/stock-rating/gmtg/index.html
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　毎年の評価に当たっては、各委員会・取締役会の実効性について、各委員・取締役が自己評価を行っ
た後、取締役会において、取締役会機能全体についての評価を実施しています。
　当該評価の結果、2023年度においても、取締役会の審議に向けての執行部門からのタイムリーな
報告や取締役同士の意見交換の充実、取締役会における独立社外取締役の提案に基づく特定のテー
マについての報告・議論、独立社外取締役の多様な視点を活かした活発な審議、及び法定・諮問委員
会におけるグローバルを意識した仕組みづくりの推進等により、透明性を確保した意思決定がなされ、
取締役会の監督機能が発揮されていることを確認しています。
　執行状況に関しては、Global Executive Committee (Global EXCO)*¹での議論内容の報告
を軸として、代表執行役Global CEOから取締役会に対してタイムリーかつ適確に情報共有が行わ
れました。これにより、策定済みの「中長期事業戦略」及び「2030年 長期戦略アスピレーション（実
現したい姿）」に照らして中期事業計画（2021-2023）の結果を確認し、それを踏まえて新たな中期

　当社は、内部統制のより一層の強化と執行の更なるスピードアップの実現を図るべく、従来からガ
バナンスの状況を振り返りながら、ガバナンス体制の整備を継続的に推進してきました（2010年独立
社外取締役の導入、2013年・2014年取締役会諮問委員会の設置、2016年指名委員会等設置会社
への移行、2020年取締役会長とCEOの分離、2021年には取締役会長を廃止して取締役会議長を
独立社外取締役から選定等）。こうした継続的な取り組みを受けて、取締役会の実効性評価に当たっ
ては、取締役会のみならず、法定委員会（指名・監査・報酬）及び諮問委員会（ガバナンス・コンプライ
アンス）も含めて機能していることがガバナンス強化の前提であるとの認識の下、取締役会機能全体（取
締役会・法定委員会・諮問委員会）を評価の対象とし、取締役会の審議実績や各取締役の自己評価も
踏まえて、実施しています。

（評価対象イメージ）
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事業計画（2024-2026）を策定する際や個別事案についての審議・決定をする際においても、取締
役と執行部門との議論が更に充実しました。併せて、独立社外取締役である取締役会議長が、他の
独立社外取締役の提案を踏まえ、主体的に議案を起案するよう取締役会の議案設定方法を変更した
ことによって、客観性・透明性を更に高めた活発な議論がなされています。

　当社では、取締役会上程議案については、独立社外取締役に対する事前説明を実施するとともに、
必要に応じて取締役会メンバー全員からなる情報共有会を開催しております。さらに、情報共有・意
見交換を目的とした独立社外取締役及び非執行取締役のみの会合も開催しております。これらに基
づき独立社外取締役が議案に対する理解を深めた状態で取締役会に臨むことにより、取締役会全体
として、積極的な議論・意見交換が実施されています。

　取締役会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論・意見交換を尊ぶ気風の醸
成に努めるべきである。

原則4–12．取締役会における審議の活性化

　当社では、下記のとおり取締役会を運営することで審議の活性化を図っています。
（ⅰ）社内規定において、取締役会の審議資料は原則として2営業日前までに全取締役に配布すること
　　としています。

（ⅱ）取締役会上程事項について、必要に応じて常務役員直属のガバナンス企画課から独立社外取締　
　　役に対する事前説明を実施しています。事前説明において独立社外取締役から疑問点や追加資
　　料の要請があった場合には、取締役会開催までに対応しています。また、必要に応じて取締役会
　　メンバー全員からなる情報共有会を開催し、取締役に対する情報提供を行っています。

取締役会は、会議運営に関する下記の取扱いを確保しつつ、その審議の活性化を図るべきである。
（ⅰ）取締役会の資料が、会日に十分に先立って配布されるようにすること
（ⅱ）取締役会の資料以外にも、必要に応じ、会社から取締役に対して十分な情報が（適切な場合には、
　　要点を把握しやすいように整理・分析された形で）提供されるようにすること

（ⅲ）年間の取締役会開催スケジュールや予想される審議事項について決定しておくこと
（ⅳ）審議項目数や開催頻度を適切に設定すること
（ⅴ）審議時間を十分に確保すること

補充原則4–12 ①

*1：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。
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　取締役は、執行部門に対し取締役会や各委員会への定例報告、職務遂行に必要となる追加情報の
提供を求めること等により能動的に情報を入手しています。なお、取締役会及び各委員会において、
取締役の求めに応じた情報の円滑な提供が確保されていることを適宜確認しています。
　また、当社では、取締役の職務遂行を常務役員直属のガバナンス企画課及び内部監査部門の中に
設置している監査委員会の補助専任部署が中心となって支援しており、取締役より職務遂行に必要と
なる追加情報の提供を求められたときは、速やかに対応できる体制を整えています。

　取締役は、その役割・責務を実効的に果たすために、能動的に情報を入手すべきであり、必要に応じ、
会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。
　また、上場会社は、人員面を含む取締役の支援体制を整えるべきである。
　取締役会は、各取締役が求める情報の円滑な提供が確保されているかどうかを確認すべきである。

原則4–13．情報入手と支援体制※

　社外取締役を含む取締役は、透明・公正かつ迅速・果断な会社の意思決定に資するとの観点から、必
要と考える場合には、会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。また、社外取締役である監査
委員を含む監査委員は、法令に基づく調査権限を行使することを含め、適切に情報入手を行うべきで
ある。

補充原則4–13①※

（ⅲ）年間の取締役会開催スケジュール及び各日程における定例審議事項については、各取締役との　
　　日程調整を経て、前年末までに決定し、予め取締役に連絡しています。なお、審議事項の年間計
　　画については、独立社外取締役から選定された取締役会議長からその進捗報告を含めて適宜取
　　締役会で共有しています。

（ⅳ）当社は、取締役会に付議すべき案件の基準を設定し、独立社外取締役から選定された取締役会
　　議長が、年間スケジュールも踏まえて審議項目や開催頻度を適切に設定しています。

（ⅴ）案件ごとに、過去の類似案件があればその議論に要した時間を参考にしながら必要十分と考え
　　られる審議時間の設定を毎回行っています。但し、予定された審議時間を超過した場合でも、議
　　論が尽くされるまでは審議を継続することとしています。

　取締役は、必要に応じて支援部門である常務役員直属のガバナンス企画課を中心に適宜追加情報
の提供を求めており、執行部門もその要請に速やかに応じています。また、それに加えて、特に監査
委員については、監査委員会が選定する監査委員が自ら、又は監査委員会の補助専任部署の支援に
より日常的に入手する情報を適時に他の監査委員と共有しています。
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　当社では、取締役が必要と判断する際には、当社費用において外部コンサルタント及び弁護士等
の専門家に助言を求められる体制を整えています。

　当社は、内部監査部門と取締役との連携を確保するため、監査委員会を支援する監査担当専任の
統括部門長を選任し、監査担当専任の統括部門長及びその指揮下の内部監査部門が監査委員会に
直接報告を行う体制を整えています。また、独立社外取締役の要請に応じて必要な情報を適切な連
絡手段で適時に提供できる体制（支援部門である常務役員直属のガバナンス企画課の設置等を含む）
を整えています。

　取締役は、必要と考える場合には、会社の費用において外部の専門家の助言を得ることも考慮すべ
きである。

補充原則4–13②※

　上場会社は、取締役会及び監査委員会の機能発揮に向け、内部監査部門がこれらに対しても適切に
直接報告を行う仕組みを構築すること等により、内部監査部門と取締役との連携を確保すべきである。
また、上場会社は、例えば、社外取締役の指示を受けて会社の情報を適確に提供できるよう社内との連
絡・調整にあたる者の選任など、社外取締役に必要な情報を適確に提供するための工夫を行うべきで
ある。

補充原則4–13③※

　新任者をはじめとする取締役は、上場会社の重要な統治機関の一翼を担う者として期待される役割・
責務を適切に果たすため、その役割・責務に係る理解を深めるとともに、必要な知識の習得や適切な更
新等の研鑽に努めるべきである。このため、上場会社は、個々の取締役に適合したトレーニングの機会
の提供・斡旋やその費用の支援を行うべきであり、取締役会は、こうした対応が適切にとられているか
否かを確認すべきである。

原則4–14．取締役のトレーニング※

　当社では、取締役に対し、取締役の責務や制度等に関する説明を実施するほか、当社の工場・事業
所への視察を含む役員向け研修活動等、取締役がその役割・責務を果たすために必要な理解を深め
る機会を設定し、これらに要する費用は当社で負担しています。取締役会は上記の内容が適切である
か、年に1回取締役会機能の実効性評価の中で確認しています。
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　当社では、新任役員に対し、就任前に、当社の中長期事業戦略・事業内容、取締役の責務や処遇、
制度等に関する説明を実施することとしています。また、就任後も、役員情報共有会の実施、Global 
Executive Committee (Global EXCO)*¹における議論の傍聴や、当社の工場・事業所への視察
等役員研修活動の機会を積極的に提供しています。

　当社では、取締役による監督機能が十分発揮されるよう、新任取締役に対しては、就任前に、当社
の中長期事業戦略・事業内容、取締役の責務や各種役員関連規程等に関する説明を実施することと
しています。また、就任後は、役員情報共有会の実施やGlobal Executive Committee (Global 
EXCO)*¹における議論の傍聴、更に、独立社外取締役に対しては、当社及び当社事業を取り巻く環
境への理解を深めることを目的に当社事業拠点視察の機会を提供することとしています。なお、それ
ら以外にも、取締役が必要と判断するものについては、随時研修の機会を設けることとしています。

　社外取締役を含む取締役は、就任の際には、会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を取
得し、取締役に求められる役割と責務（法的責任を含む）を十分に理解する機会を得るべきであり、
就任後においても、必要に応じ、これらを継続的に更新する機会を得るべきである。

補充原則4–14①※

　上場会社は、取締役に対するトレーニングの方針について開示を行うべきである。

補充原則4–14②※

*1：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。

*1：Global CEOを議長に、執行役及び主要事業体・機能の責任者で構成する、事業戦略・執行を統括する最高位の会議体
　 と位置づけています。



41

　当社は、IRの専任部署を設置し、日常的に株主からの個別面談の申込みに対応しています。また、
決算説明会や投資家訪問だけでなく、工場見学会等を実施するなど株主と対話を行う機会を設けて
います。当社における株主との対話方針は、以下のとおりです。
　当社は、持続的かつ中長期的な企業価値の向上を実現すべく、株主や投資家との対話に積極的に
取り組んでいます。また、株主や投資家との建設的な対話を促進すべく、金融商品取引法等の関連諸
法令や上場している各証券取引所の適時開示規則に則った公平・公正な情報開示に加え、これらの
法令や規則では開示を要する情報に該当しない場合でも、開示可能な情報であって、株主や投資家
の投資判断にかかわると当社が考える情報については、迅速にかつ継続的にこれを提供することを
基本方針としています。これにより、当社の経営状況や事業活動状況についての理解を促進し、当社
の企業価値が適正に評価されることを目指しています。

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のためには、株主や投資家の意見や要望を踏
まえ、当社の経営方針を策定していくことが重要であると考えています。
　そのため、IR（Investor Relations）の専任部署を設置し、個別面談の対応や決算説明会等株主
や投資家との対話の場を設け、当社の経営戦略についてより深い理解を得るよう努めるとともに、そ
こで得た意見、要望に対し、適切に対応していく体制を整えています。
　株主との対話の実施状況等については、統合報告をご参照ください
(https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html)。

　上場会社は、その持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主総会の場以外にお
いても、株主との間で建設的な対話を行うべきである。
　経営陣幹部・取締役（社外取締役を含む）は、こうした対話を通じて株主の声に耳を傾け、その関心・
懸念に正当な関心を払うとともに、自らの経営方針を株主に分かりやすい形で明確に説明しその理解
を得る努力を行い、株主を含むステークホルダーの立場に関するバランスのとれた理解と、そうした理
解を踏まえた適切な対応に努めるべきである。

基本原則5

　上場会社は、株主からの対話（面談）の申込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価
値の向上に資するよう、合理的な範囲で前向きに対応すべきである。取締役会は、株主との建設的な対
話を促進するための体制整備・取組みに関する方針を検討・承認し、開示すべきである。

原則5–1．株主との建設的な対話に関する方針

第5章　株主との対話

https://www.bridgestone.co.jp/ir/library/integrated_report/index.html
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　当社は、株主や投資家との対話についての専任部署として、IR部を設置し、Global CFOがこれを
統括しています。IR部は、株主との建設的な対話を促進すべく、関係各部署と密に連携して社内の情
報を収集し、財務情報のみならず、非財務情報も含めた情報の提供及び開示の充実に努めています。
　また、事業戦略や経営状況、事業活動状況についての理解を促進するべく、国内外の投資家との
日常的な取材対応に加え、四半期ごとにリアルタイム配信による決算説明会を開催しています。説明
会の中では、四半期決算発表に加え、Global CEOによる「2030年 長期戦略アスピレーション(実
現したい姿)」や中期事業計画、またその進捗説明も適宜行っています。
　更に、そのフォローアップとして、年に数回、アナリスト向けや国内機関投資家向けのIRミーティン
グを開催し、当社戦略の更なる理解の深化を図っています。決算説明会の説明資料等、及びQ&Aを
含む説明会動画については、適時に当社ホームページにも掲載し、個人株主等との対話促進にもつ
なげています。
　上記の活動によって得られた株主の意見については、レポートの作成・回覧、関係する社内会議で
の報告等の方法によって、経営陣及び関連部門にフィードバックし、取締役にも報告しています。
　こうしたIR活動に加え、当社の経営方針、ガバナンス体制の考え方、株主総会上程議案の理解を
促進することを目的に株主への訪問活動、いわゆるSR(Shareholder Relations)活動も実施して
います。
　但し、決算発表前の一定期間は、インサイダー情報管理の観点から株主との対話を制限しています。
また、インサイダー取引防止に係る社内規程を定め、インサイダー情報の管理徹底を図っています。

　株主との実際の対話（面談）の対応者については、株主の希望と面談の主な関心事項も踏まえた上で、
合理的な範囲で、経営陣幹部、社外取締役を含む取締役が面談に臨むことを基本とすべきである。

補充原則5–1 ①※

　株主との対話に関する対応は、IR専任部署において実施しています。また、株主との適切な対話
を促進するために必要と認められる場合は、面談の目的・内容の重要性等に応じて、Global CEO、
Global CFO又は社外取締役を含む取締役の中から適任者が面談に対応します。
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　株主との建設的な対話を促進するための方針には、少なくとも以下の点を記載すべきである。
（ⅰ）株主との対話全般について、下記（ⅱ）～（ⅴ）に記載する事項を含めその統括を行い、建設的な対
　　話が実現するように目配りを行う経営陣または取締役の指定

（ⅱ）対話を補助する社内のIR担当、経営企画、総務、財務、経理、法務部門等の有機的な連携のため
　　の方策

（ⅲ）個別面談以外の対話の手段（例えば、投資家説明会やＩＲ活動）の充実に関する取組み
（ⅳ）対話において把握された株主の意見・懸念の経営陣幹部や取締役会に対する適切かつ効果的な
　　フィードバックのための方策

（ⅴ）対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策

補充原則5–1②

　当社における株主との対話方針は原則5-1への対応として記載したとおりです。

　上場会社は、必要に応じ、自らの株主構造の把握に努めるべきであり、株主も、こうした把握作業に
できる限り協力することが望ましい。

補充原則5–1③

　当社では、原則として年に2回の定期調査を実施して株主構成の把握に努め、様々なIR活動に活
用しています。

　経営戦略や経営計画の策定・公表に当たっては、自社の資本コストを的確に把握した上で、収益計画
や資本政策の基本的な方針を示すとともに、収益力・資本効率等に関する目標を提示し、その実現のた
めに、事業ポートフォリオの見直しや、設備投資・研究開発投資・人的資本への投資等を含む経営資源
の配分等に関し具体的に何を実行するのかについて、株主に分かりやすい言葉・論理で明確に説明を
行うべきである。

原則5–2．経営戦略や経営計画の策定・公表

　当社は、「中長期事業戦略」を策定し、中長期のグループ経営に関する基本的な考え方を示してい
ます。また、それをより具体化し、当社の創立100周年である2031年へ向けて実現したい姿を描いた

「2030年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」を策定しています。その実現に向けて「中期
事業計画」を3年ごとに策定し、中期的な財務目標（売上収益・調整後営業利益・調整後営業利益率・
当期利益・ROIC・ROE）、キャピタルアロケーション/株主還元、CO2排出量削減目標等サステナビリ
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ティに関連した社会価値の提供や、事業戦略及び事業ポートフォリオに即したグローバル経営人財・
デジタル人財の育成等の人事・組織体制、設備投資等を含む経営資源の配分・強化等に関する計画
を明確にしています。その内容については、IR活動、その他ステークホルダーとのコミュニケーショ
ンを通じて適切に説明機会を確保しています。

　上場会社は、経営戦略等の策定・公表に当たっては、取締役会において決定された事業ポートフォリ
オに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況について分かりやすく示すべきである。

補充原則5–2①

　当社では、事業ポートフォリオを含む中長期のグループ経営の基本的な考え方を示した「中長期事
業戦略」を2020年取締役会において決定しており、それをより具体化し、当社の創立100周年であ
る2031年へ向けて実現したい姿を描いた「2030年 長期戦略アスピレーション(実現したい姿)」、
及び3年ごとに具体的な目標やアクション事項を明確にした「中期事業計画」の策定・公表について、
事業ポートフォリオを含むその骨子を取締役会にて確認し、その進捗についても取締役会への定期
的な報告を行った上で、IR活動、その他ステークホルダーとのコミュニケーションを適切に行っています。
　また、経営戦略上重要な案件については、都度、取締役会に進捗を含め、報告を実施した上で、公
表し、社外への適切なコミュニケーションを行っています。

① 本レポートで使用している用語の定義は次のとおりです。
     ・経営陣	 ：経営陣幹部、常務役員
     ・経営陣幹部	：Global CEO、Joint Global COO・BRIDGESTONE EAST CEO 
　　　　　　　　兼 Global CAO (注)、Joint Global COO・BRIDGESTONE WEST CEO
　　　　　　　　兼Global CDXO (注)、Global CTO (注)
     ・役員 	 ：取締役、執行役
②  ※は、指名委員会等設置会社に適する内容にコードの読み替えを実施した原則です。

(注) Global CAO: Global Chief Administration Officer
Global CDXO: Global Chief Digital Transformation Officer
Global CTO: Global Technology Officer


